
議案第 68号 

 

令和２年度大磯町下水道事業会計決算の認定について 

 

 令和２年度大磯町下水道事業会計決算は、別冊のとおりにつき監査委員の意見書をつけ

て認定を求める。 

 

 

  令和３年８月 30日提出 

 

大磯町長 中 﨑 久 雄    



(1) 収益的収入及び支出
　収　　入

第1款　 下水道事業収益

 第1項　営業収益

 第2項　営業外収益

　支　　出

第1款　 下水道事業費用

 第1項　営業費用

 第2項　営業外費用

 第3項　特別損失

 第4項　予備費

令和２年度　大磯町下

区　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第24条
第３項の規定による支
出額に係る財源充当額

円 円 円

922,927,000 △ 1,571,000 0

398,101,000 0 0

524,826,000 △ 1,571,000 0

区　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
予　備　費
支　出　額

流用増減額

地方公営企業
法第24条第３
項の規定によ
る支出額

小　　計

922,927,000 △ 1,571,000 0 0 0 921,356,000

円 円 円 円 円 円

752,490,000 △ 1,403,000 0 0 0 751,087,000

148,791,000 0 0 0 0 148,791,000

19,646,000 △ 168,000 0 0 0 19,478,000

2,000,000 0 0 0 0 2,000,000
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円

）

）

円

）

）

水道事業会計決算報告書

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　　考
合　　　計

円 円 円

921,356,000 905,924,566 △ 15,431,434

398,101,000 362,487,809 △ 35,613,191 （うち、仮受消費税及び地方消費税

28,533,320

523,255,000 543,436,757 20,181,757 （うち、仮受消費税及び地方消費税

2,222

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

決　算　額

地方公営企業
法第26条第２
項の規定によ
る繰越額

不　用　額 備　　　　考
地方公営企業
法第26条第２
項の規定によ
る繰越額

合　　計

円 円

0 921,356,000 875,842,895 0 45,513,105

円 円 円

0 751,087,000 724,563,654 0 26,523,346 （うち、仮払消費税及び地方消費税

11,256,179

0 148,791,000 145,144,224 0 3,646,776 （うち、仮払消費税及び地方消費税

439

0 19,478,000 6,135,017 0 13,342,983

0 2,000,000 0 0 2,000,000

－ 307 －



(2) 資本的収入及び支出

　収　　入

第1款 　資本的収入

 第1項　企業債

 第2項　出資金

 第3項　負担金等

 第4項　補助金

　支　　出

第1款 　資本的支出

 第1項　建設改良費

 第2項　企業債償還金

区　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

円 円 円 円

1,340,849,000 1,894,000 1,342,743,000 0

725,300,000 1,600,000 726,900,000 0

242,828,000 0 242,828,000 0

15,056,000 0 15,056,000 0

357,665,000 294,000 357,959,000 0

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

円 円 円

区　　　　分

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

1,622,809,000 1,894,000 0 1,624,703,000 0 0

円 円 円

1,089,337,000 1,894,000 0 1,091,231,000 0 0

533,472,000 0 0 533,472,000 0 0

資本的収入額が資本的支出額に不足する額281,882,620円は、当年度分消費税及び地方消費税
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円

円

）

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　　考継続費逓次
繰越額に係る
財源充当額

合　　計

円 円 円 円

0 1,342,743,000 1,304,288,170 △ 38,454,830

0 726,900,000 707,900,000 △ 19,000,000

0 242,828,000 242,828,000 0

0 15,056,000 16,390,630 1,334,630

0 357,959,000 337,169,540 △ 20,789,460

不用額 備　　　　　考
合　　計

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計

円 円 円

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

決算額

翌　年　度　繰　越　額

円 円 円

1,624,703,000 1,586,170,790 1,673,000 0 1,673,000 36,859,210

1,091,231,000 1,052,702,312 1,673,000 0 1,673,000 36,855,688 （うち、仮払消費税及び地方消費税

92,231,936

533,472,000 533,468,478 0 0 0 3,522

資本的収支調整額63,932,400円、引継金19,139,076円及び当年度分損益勘定留保資金198,811,144円で補填した。
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大磯町下水道事業会計 (単位　円)

１．営　業　収　益

　（１）下水道使用料 285,436,489

　（２）雨水処理負担金 48,016,000

　（３）その他営業収益 502,000 333,954,489

２．営　業　費　用

　（１）管　　渠　　費 36,911,109

　（２）流域下水道

　　　　維持管理負担金 68,432,728

　（３）総　　係　　費 39,751,375

　（４）減 価 償 却 費 568,212,263 713,307,475

　　営　　業　　利　　益 △ 379,352,986

３．営　業　外　収　益

　（１）他 会 計 補 助 金 221,559,460

　（２）長期前受金戻入 276,319,222

　（３）雑　　収　　益 130,297 498,008,979

４．営　業　外　費　用

　（１）支払利息及び

　　　　企業債取扱諸費 145,139,391

　（２）雑　　 支　　 出 1,232,314 146,371,705 351,637,274

　　経　　常　　利　　益 △ 27,715,712

５．特　　別　　損　　失

　（１）その他特別損失 6,135,017 6,135,017 △ 6,135,017

　　当 年 度 純 損 失 33,850,729

　　当年度未処理欠損金 33,850,729

　（注）消費税及び地方消費税抜処理により作成

令和２年度　大磯町下水道事業損益計算書
(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで)
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0

0

0

0

0

0

0

0

0

　（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

　（注）消費税及び地方消費税抜処理により作成

処分後残高 1,736,468,035 3,509,136
（繰越利益剰余金）

△33,850,729

当年度末残高 1,736,468,035 3,509,136 △33,850,729

議会の議決による処分額 0 0 0

令和２年度　大磯町下水道事業会計欠損金処理計算書

（単位　円）

資本金
資　本
剰余金

未　処　分
利益剰余金

前年度末残高 1,493,640,035 3,509,136

議会の議決による処分額 0

0

資本剰余金の受入

当年度純利益

当年度末残高

資本金

0

1,493,640,035

242,828,000

242,828,000

0

0

1,736,468,035

前年度処分額

処分後残高

当年度変動額

一般会計出資金の受入

　（注）消費税及び地方消費税抜処理により作成

3,509,136

令和２年度　大磯町下水道

（令和２年４月１日から

　（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

3,509,136

0

0

0

0

受贈財産
評 価 額

補助金

　　　　　　　　　　資　本　剰　余

　　　　　　剰

0

－ 312 －



（単位　円）

金

資本剰余金
合　　　計

未処分利益
剰　余　金

利益剰余金
合　　　計

3,509,136 0 0 1,497,149,171

0 0 0 0

0 0 0 0

3,509,136
（繰越利益剰余金）

0 0 1,497,149,171

0 △33,850,729 △33,850,729 208,977,271

0 0 0 242,828,000

0 0 0 0

0 △33,850,729 △33,850,729 △33,850,729

3,509,136
（当年度未処分利益剰余金）

△33,850,729 △33,850,729 1,706,126,442

        余　　　　　　　　　　金

利益剰余金 資本合計

事業会計剰余金計算書

令和３年３月３１日まで）
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大磯町下水道事業会計 (単位　円)

１．固　定　資　産

　（１）有形固定資産
　　イ　土　　　　　地 3,509,136
　　ロ　構　　築　　物 18,830,164,970
　　　　減価償却累計額 △ 502,374,994 18,327,789,976
　　ハ　機械及び装置 90,236,902
　　　　減価償却累計額 △ 10,549,864 79,687,038
　　ニ　車両運搬具 331,950
　　　　減価償却累計額 △ 149,377 182,573
　　ホ　工具器具及び備品 1,482,378
　　　　減価償却累計額 △ 292,036 1,190,342
　　ヘ　建 設 仮 勘 定 2,709,000
　　　　有形固定資産合計 18,415,068,065

　（２）無形固定資産
　　イ　施 設 利 用 権 1,150,956,256
　　　　無形固定資産合計 1,150,956,256

　（３）投資その他資産
　　イ　出　　資　　金 840,000
　　　　投資その他資産合計 840,000
　　　　固 定 資 産 合 計 19,566,864,321

２．流　動　資　産
　（１）現　金　預　金 155,350,052
　（２）未　　収 　 金 101,570,008
　　　　貸 倒 引 当 金 △ 2,912,293 98,657,715
　　　　流 動 資 産 合 計 254,007,767

　資　　産　　合　　計 19,820,872,088

令和２年度　大磯町下水道事業貸借対照表
(令和３年３月３１日)

資　産　の　部

３．固　定　負　債
　（１）企　　業　　債 8,994,243,681
　　　　固 定 負 債 合 計 8,994,243,681

４．流　動　負　債
　（１）企　　業　　債 543,673,104
　（２）未　　払　　金 193,051,599
　（３）引　　当　　金
　　イ　賞 与 引 当 金 3,984,000 3,984,000
　（４）預　　り　　金 450,000
　　　　流 動 負 債 合 計 741,158,703

５．繰　延　収　益
　（１）長 期 前 受 金
　　イ　国 庫 補 助 金 5,363,886,497
　　　　収益化累計額 △ 134,577,030 5,229,309,467
　　ロ　県　補　助　金 190,307,689
　　　　収益化累計額 △ 5,620,449 184,687,240
　　ハ　他会計補助金 1,183,977,776

　　　　収益化累計額 △ 48,113,857 1,135,863,919

　　ニ　受益者負担金 310,277,169

　　　　収益化累計額 △ 8,378,691 301,898,478

　　ホ　受贈財産評価額 1,606,448,605

　　　　収益化累計額 △ 79,629,195 1,526,819,410

　　ヘ　その他長期前受金 764,748

　　　　収益化累計額 0 764,748

　　　　繰 延 収 益 合 計 8,379,343,262

　負　　債　　合　　計 18,114,745,646

６．資　本　金

　（１）自己資本金

　　イ　固有資本金 1,493,640,035

　　ロ　繰入資本金 242,828,000

　　　　資 本 金 合 計 1,736,468,035

７．剰　余　金

　（１）資 本 剰 余 金

　　イ　受贈財産評価額 3,509,136

　　　　資本剰余金合計 3,509,136

　（２）利 益 剰 余 金

　　イ　当年度未処理欠損金 33,850,729

　　　　利益剰余金合計 △ 33,850,729

　　　　剰 余 金 合 計 △ 30,341,593

　　　　資　本　合　計 1,706,126,442
　　　　負債 資本 合計 19,820,872,088

　（注）消費税及び地方消費税抜処理により作成

資　本　の　部

負　債　の　部
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３．固　定　負　債
　（１）企　　業　　債 8,994,243,681
　　　　固 定 負 債 合 計 8,994,243,681

４．流　動　負　債
　（１）企　　業　　債 543,673,104
　（２）未　　払　　金 193,051,599
　（３）引　　当　　金
　　イ　賞 与 引 当 金 3,984,000 3,984,000
　（４）預　　り　　金 450,000
　　　　流 動 負 債 合 計 741,158,703

５．繰　延　収　益
　（１）長 期 前 受 金
　　イ　国 庫 補 助 金 5,363,886,497
　　　　収益化累計額 △ 134,577,030 5,229,309,467
　　ロ　県　補　助　金 190,307,689
　　　　収益化累計額 △ 5,620,449 184,687,240
　　ハ　他会計補助金 1,183,977,776

　　　　収益化累計額 △ 48,113,857 1,135,863,919

　　ニ　受益者負担金 310,277,169

　　　　収益化累計額 △ 8,378,691 301,898,478

　　ホ　受贈財産評価額 1,606,448,605

　　　　収益化累計額 △ 79,629,195 1,526,819,410

　　ヘ　その他長期前受金 764,748

　　　　収益化累計額 0 764,748

　　　　繰 延 収 益 合 計 8,379,343,262

　負　　債　　合　　計 18,114,745,646

６．資　本　金

　（１）自己資本金

　　イ　固有資本金 1,493,640,035

　　ロ　繰入資本金 242,828,000

　　　　資 本 金 合 計 1,736,468,035

７．剰　余　金

　（１）資 本 剰 余 金

　　イ　受贈財産評価額 3,509,136

　　　　資本剰余金合計 3,509,136

　（２）利 益 剰 余 金

　　イ　当年度未処理欠損金 33,850,729

　　　　利益剰余金合計 △ 33,850,729

　　　　剰 余 金 合 計 △ 30,341,593

　　　　資　本　合　計 1,706,126,442
　　　　負債 資本 合計 19,820,872,088

　（注）消費税及び地方消費税抜処理により作成

資　本　の　部

負　債　の　部
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１ 重要な会計方針に係る事項 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

  （１）固定資産の減価償却の方法 

     ア 有形固定資産 

       ・減価償却の方法 

         定額法による。記帳方式は間接法としている。 

       ・主な耐用年数 

         構築物         30年～50年                     

          機械及び装置      10年～20年 

          車両運搬具        ３年～４年 

         工具器具及び備品        ５年 

          イ 無形固定資産 

・減価償却の方法 

         定額法による。記帳方式は直接法としている。 

        ・主な耐用年数 

                  施設利用権           45年 

 

   （２）引当金の計上方法 

     ア 退職給付引当金 

        職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する神奈川県市町村職員退職手当組合に 

       対する負担金を除き、一般会計がその全部負担することとなっているため、退職給付 

       引当金は計上していない。  

イ 賞与引当金 

        職員の期末勤勉手当及びそれに伴う法定福利費の支給に備えるため、当年度末にお

ける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する金額（12月から３月までの４か月分）

を計上している。 

     ウ 貸倒引当金 

        債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を 

       計上している。 

 

   （３）消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２ 貸借対照表等関連 

   （１）企業債の償還に係る他会計の負担 

       貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以 

      内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担する額は 20,345,304円である。 

 

３ リース契約により使用する固定資産 

   （１）リース取引の処理方法 

       地方公営企業法施行規則第 55 条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所 

      有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に 

      準じた会計処理によっている。 

 

４ その他 

（１） 貸倒引当金の取り崩し 

    当年度において、下水道使用料の不納欠損分として 46,241 円を取り崩した。 

    当年度において、受益者負担金の不納欠損分として 1,606,030円を取り崩した。 

注記
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